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農地改革が男性の世代間移動に
与えた影響の検討
拡張された空間自己回帰モデルを用いた試論

　社会学における世代間移動研究の主なテーマは社会的

不平等の発生原因の理解であり、「新しい多文化共生社

会」の実現をテーマとする「未来共生学」と比べればい

くぶん古典的な社会問題を扱っている。しかし、「新し

い多文化共生社会」を下支えするような役割を担うこと

ができる。空間統計学的に見れば、同分野は世代間移動

表に本来的に含まれる時空間的従属性への配慮を欠い

てきたため、常に方法論的な問題を抱え、制度的な議論

が進んでいなかった。その問題に対処するため、拡張さ

れた空間自己回帰モデルを戦後日本における男性の世代

間移動表に適合させた。用いたデータは「社会階層と社

会移動全国調査（SSM調査）」の 1985 年、1995 年、

2005年であり、用いた変数は「父主職」と「本人の初

職」である。階層分類は「SSM総合職業分類」を 7分

類としたものを用い、コーホート比較法に従って6つの

世代間移動表を作成した。1947年の農地改革が戦後の

男性の世代間移動にどのような影響を及ぼしたのかとい

う問いに従い、仮説として、世代間移動が平等化したと

する「機会の平等化仮説」、世代間移動は不平等のまま

であるとする「機会の不平等の一定仮説」、そして、か

つて存在した不平等が時代を経るごとに変化したとする

「変化する機会の不平等仮説」を立てた。分析の結果、「機

会の平等化仮説」が採択された。

平尾 一朗
大阪大学未来戦略機構第五部門特任助教
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研究では戦後の日本社会において男性の世代間移動は機会の平等化が進んで

きている（鹿又 2001; 直井・盛山編 1990; 富永 1970; 1992; 富永編 1979; 安田 

1971）という結論と、一定である機会の不平等がある（今田 1989; 原・盛山編 

1999; 三輪 2006; 三輪・石田 2008; Ishida & Goldthorpe 1995）という結論が導

かれている。しかし、これらの結論は多くの場合、開放性係数を用いれば機会

の平等化、対数線形モデルを用いれば一定である機会の不平等となり、選択す

る方法により結論が異なる方法論上の問題がつきまとっている。

　そして、方法面での問題は理論面での弱さにもつながり、どのような制度が

世代間移動において社会的不平等を軽減したのか、といった制度の側面から見

た社会学的な議論が難しかった。そうならざるを得ない理由は世代間移動表に

開放性係数や対数線形モデルで捉えにくい時空間的従属性を含むデータの構造

があるためである。本稿では同分野にとっては新しいアプローチである空間自

己回帰モデルを用いて議論を進め、戦後日本の男性における世代間移動の趨勢

を分析する 3。

　とくに制度として農地改革を取り上げる理由は、日本の世代間移動にわか

りやすい形で最も大きな影響を与えたであろう制度であるためである。ここで

いう日本における農地改革とは、1947年に当時アメリカの占領下にあった日

本においてGHQ(General Headquarters)の指導の下、日本政府によって行われ

た農地の所有制度の改革である。この改革により、農地の7割ほどが地主から

小作人のものになった。たとえば、R. P. Dore（1959=1966）は、農地改革を肯

定的に評価しており、この制度が日本の民主主義を進める上で大きな役割を果

たしたことを認めている。要するに、本稿では農地改革という制度上の変化の

結果、世代間移動における機会の平等化が進んだ、という仮説を想定している。

この仮説は21世紀の日本においてはあまりに常識的かもしれないが、同分野

の対数線形モデルの分析結果に素直に従えば、農地改革の成果は無効であり、

機会は不平等なままであるとの結果になりかねないのである。 

1．問題の所在

1.1 「新しい多文化共生社会」におけるオーソドックスな問題

　世代間移動とは、個人の社会的地位の移動のうち親と子という世代間にわた

る移動をいう。社会学の社会移動論における特に世代間移動を対象とした研究

では、制度的な社会的不平等を軽減するため、主に統計的モデルを用いて社会

の分析を試みてきた 1。今の日本では古い例かもしれないが、たとえば、親が

小作人であれば子も小作人にならざるをえない世の中はどうであろうか。その

ような社会ならば、小作人の家に生まれれば、どのように努力しても小作人に

ならざるをえず、たとえば、医者になることも難しい、芸術家になることも難

しい、大企業に就職することも難しい、というように職業的な夢を持ちにくい

世の中ではないだろうか 2。つまり、その場合は社会において個人ではどうし

ようもない社会的不平等が存在していることになる。

　未来共生学の文脈で考えれば、このような分析枠組みはやや古典的であるか

もしれない。未来共生学は「新しい多文化共生社会」を築くという理想のもとに

構想されており（志水 2014; 平沢 2014; 星野 2014）、議論の焦点はいかにマイ

ノリティを社会的に包摂するかであり、そのような観点からは本稿の枠組みは

古い社会問題を扱っていることは明らかである。

　しかしながら、もし、移民を受け入れる側のホスト社会におけるマジョリ

ティにおいて、個人ではどうしようもない社会的不平等があればどうだろうか。

その場合、あらゆる社会で観察されているように、特別な技能を持たない移民

の場合はなおさら、ホスト社会のマジョリティよりも不平等を被ることになる

（関根 1994）。たとえば、日本においてもブラジルから日本に渡ってきた日系

ブラジル人労働者はまず非正規雇用として働かなくてはならなかった（竹ノ下 

2012）。すなわち、未来共生社会を考える上でも、世代間移動研究のようなオー

ソドックスな分析枠組みは依然重要であり、その点で同分野は「新しい多文化

共生社会」を下支えする1つの分野になりうると考えられる。

1.2 試論的なモデルと農地改革

　世代間移動研究は社会的不平等の原因の把握を最重要課題としてきた。先行
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2.2 何が問題か？

　それでは、なぜこのように移動表分析では方法論的な議論が多いのだろうか。

同分野における問題点を表1の例を用いて説明する。表1は行に親職であるホ

ワイトカラー（略：W）、ブルーカラー（略：B）、農業（略：F）、列に子職であ

る同様のものを配置した2000年、2010年、2020年という時系列の架空の移動

表であり、そして、ごく一部だけ度数が変化している。2000年に農業同職が40

人であったのが、2010年には農業同職が20人、農業からブルーカラーへの移

動が30人となり、そして、2020年にはブルーカラー同職が50人となっている。

この表を何の先入観も持たずに見れば、農村部にあった機会の不平等がブルー

カラー労働者層に移っていった、というような解釈ができてもよさそうである。

すなわち、2000年においては農村部に存在する可能性のある社会的不平等を

改善しうる制度を考えるべきであるが、2020年代にはそのような制度はもは

や焦点ではなく、むしろ、都市部のブルーカラー層を対象に何らかの改善策を

考えたほうが良いということになる。

　しかしながら、表1を対数線形モデルで分析したとすると、そのモデルが一

種の線形性を仮定しているため変化は検出されず「一定である」機会の不平等が

あるとの結論になってしまう。つまり、表1で観察される農村部から都市部へ

の不平等の変化は、それらのセルの平均値を返すかのように単純化され、2000

年代から2020年代で農村部と都市部に同じように機会の不平等があるとの結

論になってしまう。そうすると、それらの不平等を改善するため、すでに不平

等が見られない農村部を巻き込んだラディカルな制度が必要であるかのような

分析結果になりかねないのである。

　素朴に表1を解釈してもよいかもしれない。しかし、同分野では方法として

の統計的モデルの影響が強く、素朴な解釈は誤差を誤って解釈している、すな

わち統計に基づいた議論をしていないと見なされ、その解釈は対数線形モデル

の結果よりも劣った結果とされかねない。このような理由のため、同分野では

対数線形モデルの不十分な結果が正しいかのように扱われてしまい、表1のよ

うな変化は無視されてきた。

　それでは、対数線形モデルのような従来のモデルで捉えにくい変化は何であ

ろうか。このような変化は空間統計学に従えば時空間的従属性にあたる。まず、

2．方法論的な問題と試論的なモデル

2.1 移動表分析の従来のモデル

　世代間移動の分析では世代間移動表（もしくは移動表）4を用いる。移動表の

分析では、結合指数・分離指数（Glass ed. 1954）、開放性係数といった方法や、

対数線形モデルといった方法がこれまで提案されているが 5、ここではとくに

同分野でたびたび用いられる開放性係数と対数線形モデルを取り上げたい。開

放性係数はS. Yasuda（1964）が結合指数・分離指数を批判して開発した係数で

ある。それは理論的に0から1の値をとり、分析対象の社会において機会の平

等が進んでいればいるほど高い値をとるとされる。開放性係数は方法としての

シンプルさから現在でも用いられることがあるが、統計的検定ができない点

などをL. A. Goodman（1968）らに批判され、すでに同分野では主流の方法で

はなくなっている。いっぽう、対数線形モデルはL. A. Goodman（1968）によ

り開発され、David L. Feathermanet al.（1975）により世代間移動の分析で使わ

れるようになった。対数線形モデルは変数の間に一種の線形関係を仮定し、変

数や変数の連関を説明変数としてモデルを構築する方法である。現在ではR. 

Erikson & J. H. Goldthorpe（1992）の国際比較研究の影響もあり、同分野で主

流と目される方法である。しかしながら、そのモデルは1980年代ならばM. E. 

Sobel（1983）とK. M. Slomczynski & T. Krauze（1984）の間で交わされた議論、

1990年代ではP. Saunders（1996）とR. Breen & J. H. Goldthorpe（1999）の間

で交わされたオッズ比をめぐる議論のように、常に方法面における議論にさら

されてきた。

表 1.   行に親職、列に子職を配置した移動表の変化の例（架空）

2000年 2010年 2020年

W B F W B F W B F

W 20 5 5 20 5 5 20 5 5

B 5 20 5 5 20 5 5 50 5

F 10 10 40 10 30 20 10 10 10
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空間的従属性とは、表1において1時点を考えた場合、ある区域（セルと同義）

とその周辺の区域が相互に影響しあうデータの構造のことをいう。たとえば、

表1の2000年ならば、農業同職40人と農業からブルーカラーへの移動10人の

区域に着目すると、それらは一方が増えればもう一方が減るというように相互

の影響を考えることができる。そのように互いの区域が影響し合っているなら

ば、データには空間的従属性が含まれていることになる。そして、時空間的従

属性とは、表1において複数時点を考えた場合、複数時点の空間的従属性を伴

うデータにおいて、それらが時系列において相互に影響しあっているデータの

構造のことをいう。たとえば、表1の2000年と2010年を比較すれば、2000年

の農業同職40人、農業からブルーカラーへの移動10人の区域間の相互の影響は、

2010年では農業同職20人、農業からブルーカラーへの移動30人という形でそ

の影響が引き継がれている。この場合、そこにはデータの構造として時空間的

従属性があると考えられる。

　空間統計学を用いる様々な分野では一時点における空間的従属性、複数時

点における時空間的従属性ともに、統計的検定に重大な問題を生じさせる主

な原因であると指摘されている（奥村ほか 1989; 張 2010; Fortin & Dale 2005; 

Haining 2003; Hurlbert 1984; Legendre 1993; Legendre et al. 2002）。要するに、

一種の線形性を仮定する対数線形モデルを用いて時空間的従属性をデータの構

造として含む時系列の移動表を分析したとしても、そのモデルの設計部分にお

いて線形性を仮定しているため、時空間的従属性のような一種の非線形性を含

むデータの動きは完全に捉えることができず、「一定である」との不完全な分析

結果になってしまうのである 6。そのため、本稿では同分野でよくなされてき

た対数線形モデルを代表とする従来のモデルではなく、時空間的従属性に対応

するための第一段階として、空間的従属性に対応した空間自己回帰モデルを移

動表に適用したい。

2.3 試論的なモデルの利点

　本稿で用いる空間自己回帰モデルの従来のモデルに対する利点は、第1に、

変化の把握の容易さである。R. Breen & J. O. Jonsson（2007）は「社会的流動

性における先行研究は時間的な変化の説明に成功していなかった」（Breen & 

Jonsson 2007: 1804）として、彼らが利用する従来のモデルから派生したモデル

の有効性を主張している。しかし、彼らのモデルも一種の線形性を仮定する対

数線形モデルをベースとしているため、前述の問題を必ずしも解決したわけで

はなく困難は残されたままである。第2に、ブラックボックスの度合いが格段

に少なくなる点である。従来のモデルは長らくブラックボックスであると批判

されてきた。本稿ではEDA（探索的データ分析 ; Exploratory Data Analysis）の

考え方に従ってデータの可視化をしているため、この問題を軽減している。第

3に、モデルが節約的であるという点である。従来のモデルは低次のパラメー

タ推定値と高次のパラメータ推定値を含めればあまりにも多くのパラメータ推

定値があったため、すべてを示すことは現実的でなかった。そのため、低次の

パラメータ推定値はあたかもないものであるかのように扱われた。しかしなが

ら、本稿のモデルはパラメータの推定値は比べものにならないほどに少なく、

モデルとして節約的である。第4に、統計学的な概念ですべての議論が完結す

るという点である。長い歴史の中で同分野では様々な非統計学的な概念が考案

された。従来のモデルも何らかの形でそのような概念に頼らなければいけな

かったが、本稿のモデルは統計学的概念のみで議論できる。

3．空間統計学的なアプローチ 

3.1 近接性と空間重み行列

　従来のモデルと空間自己回帰モデルの大きな違いは、前者がセルに仮定を置

いてモデルを構築していくのに対し、後者はセルの近接性に仮定を置いてモデ

ルを構築していく点にある。たとえば、2×2の移動表があるとする。その移

動表のセルを空間統計学の考え方に従って区域（region）と呼び、区域番号を振っ

たものを図1に示す。ここにおいて、区域1に着目すると、その北側が区域3

であり、東側が区域2である。そして斜めは北東であり区域4がそれにあたる。

このような近隣の定義の基本形はチェスの駒の動き方に倣って表現されること

がある（古谷 2011; Cli� & Ord 1973; Henebry 1995）。それぞれの区域の東・

西・南・北に着目した近接性は図2のようになりルーク型と呼ばれる。また、そ

れぞれの区域の北東・北西・南東・南西に着目した近接性は図3のようになりビ
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ショップ型と呼ばれる。そして、東・西・南・北、北東・北西・南東・南西に着

目した近接性は図4のようになりクイーン型と呼ばれる。

　このように区域の間の近接性を仮定し、近隣ならば1、近隣でないならば0

というようにして2値の値を割り当てたものが空間重み行列である。図2は式1、

図3は式2、図4は式3のように表現できる。

(1)

(2)

(3)

ここにおいて、行は着目している区域であり、列は着目される側の区域である。

したがって、着目している区域と着目される区域が同一であることはあり得な

いため、左上から右下への対角は必ず0になる。また、着目している区域と着

目される区域は必ず入れ替わるため、どの空間重み行列も対称行列になる。ま

た、2×2の移動表であるならば、4×4の空間重み行列となる。移動表のセル

数が多くなればなるほど、大きな空間重み行列が必要となり、後述のように本

稿の分析では7×7の移動表を用いるため、49×49の空間重み行列が利用され

ることになる。そのように大きい空間重み行列を式1～式3のように行列で示

すことは難しいため、本稿では空間重み行列における近接性を図2～図4のよ

うな図を用いて表現する。

3.2 空間自己回帰モデルとその拡張

　空間自己回帰モデルは、空間的従属性への対応を目指して発展してきたモデ

ルであり、区域間の近接性を表現した行列を用いてモデルを構築する。そのモ

デルはA. D. Cli� & J. K. Ord（1973）がアイデアを示し、L. Anselin（1988）が
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図 4.	
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分散σ2 の正規分布が仮定されている。このモデルは通常の回帰モデルによっ

て推定される分布と、空間的従属性を仮定した分布からなる混合正規分布を

ベースとしたモデルである。つまり、ρが通常の回帰モデルによって推定され
る分布と空間的従属性を仮定した分布のラグランジュ乗数に当たる。ラグラン

ジュ乗数は複数の分布の合わさる点を求めたときの最も適合する解である（金

谷 2005）。端的に言えば、全体パーセントの分布と空間重み行列で仮定された

分布の合わさる点を求めたときの最も適合する解ということになる。

　移動表には複数の空間的従属性がデータの構造として含まれているため（平

尾 2011）、本稿では上記のモデルをD. J. Lacombe（2004）に倣って拡張したモ

デルを用いる。一般的にラグランジュ乗数は複数個用いることが可能である（金

谷 2005; 堤・瀬谷 2012）。そのため、式 4におけるρを ρ1, ρ2,…、 を 1, 2,…

のように拡張できる。このような拡張を一般化すると、 

(5)

とできる。ここにおいてmはρや の個数である。このモデルは通常の回帰

モデルによって推定される分布と、空間的従属性を仮定したm個の分布から
なる混合正規分布を仮定したモデルである。本稿ではこの式5のモデルを用い

て分析を行うが、式5の対数の最尤推定量は、 

(6)

となる。ここにおいてNはセル数、もしくは区域数である。 

3.3 データと操作的定義

　用いるデータは「社会階層と社会移動全国調査（SSM調査）」の1985年、1995

年、2005年である。SSM調査は日本全国に居住する20～ 69歳までの男女を

母集団として、それぞれ選挙人名簿より層化二段無作為抽出された個人を対象

として実施された。用いた変数は父親が一生の中で主としてついた職業であ

る「父主職」と対象者が一生の中で初めてついた職業である「本人の初職」であ

り、コーホート比較法（安田 1971）の考え方に従って移動表を作成した。ここ

では議論のしやすさを考慮して男性の移動表のみ分析する。1985年以降のSSM

調査データを用いたのは、今後の男女比較のしやすさのためである。移動表は

1940年代から1990年代までの6つが形成された。なお、1930年代と2000年代

はケース数が少なかったためそれぞれ1940年代と1990年代に含めた。分類は

「SSM総合職業分類」（1995年 SSM調査研究会 1995）の12分類を7分類に縮小

したものを用いた。すなわち、自営（略：Self）、専門（略：Prof）、大企業ホワイ

トカラー（略：Wh. L, 大ホワイト）、中小企業ホワイトカラー（略：Wh. S, 小

ホワイト）、大企業ブルーカラー（略：Bl. L, 大ブルー）、中小企業ブルーカラー

（略：Bl. S, 小ブルー）、農業（略：Farm）である。管理のケース数は少なかった

ため専門に含めている。この階層分類はある程度の順序性を仮定している。こ

の分類を用いた理由は、社会的地位や職業威信の高低、また収入・名声などの

社会的資源の配分から考えれば、分析のしやすさとともに、もっともらしさを

確保できると考えたためである。なお、「自営」については、自律性の高さや他

の階層から見た特殊性のため1番目に配置している 7。

4．統計的モデリング 

4.1 EDAの思想とその利用

　EDA（探索的データ分析 ; Exploratory Data Analysis）とは J. W. Tukey（1977; 

1980）やE. E. Leamer（1978）の広めた統計分析における思想である。EDAを

思想抜きに考えれば普通の記述統計と全く変わりないが、思想とみなされる理

由は、当時の複雑になりすぎた統計的モデルに対し、アンチテーゼのように素

データをじっくり見ることの重要性を主張したためである。この思想は空間統

計学では特に重視されており、Haining（2003: 359）やAndrienko & Andrienko

（2006）が空間統計学におけるEDAの利用の仕方を定式化している。そのモデ

リングの流れを端的に言えば、素データを可視化した上で入念に観察して、そ

の後、パラメータ設定や仮説の生成をし、そして、モデルを構築する。また、
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その作業工程を何度も繰り返して、データをきっちりと表現できる適切なモデ

ルを作るべきである、ということである。同様に、空間自己回帰モデルの開発

で重要な役割を果たしたCli� & Ord（1981）もデータの構造を考慮した上での

空間重み行列の作成を推奨している。そのため、ここでは移動表のデータの構

造を把握するために、移動表を可視化して観察し、その後、その観察を受けた

上で空間重み行列を作成して、実際の分析を行っていきたい。

4.2 移動表の可視化と解釈

図 5.  EDA の考え方に従った男性の世代間移動表の可視化

　1940年代から1990年代の6つの男性の移動表の全体パーセントを算出し図

5のように可視化した。図5の右端の凡例は全体パーセントの大小を示している。

それぞれの図の縦軸が父主職で、横軸が本人の初職である。それらの分類は前

述のとおり、自営（Self）、専門（Prof）、大ホワイト（Wh. L）、小ホワイト（Wh. S）、

大ブルー（Bl. L）、小ブルー（Bl. S）、農業（Farm）である。まず、1940年代を

見たい。ケース数は669人であり移動表の総度数が669人であることがわかる。

目立つ傾向は親が農業を主職とするならば、子も農業を初職にするということ、

すなわち農業同職の多さであり、同様に自営同職も多い。とくに、親が農業の

場合、大ブルー、小ブルー、農業への移動が多く、それらより少ないが大ホワ

イトへの移動の傾向も見ることができる。また、親が専門ならば、専門や大ホ

ワイトに就く傾向がある。親が自営の場合、子は自営か小ブルーに就きやすい

傾向を読み取れる。

　これらの特徴を1940年代から観察できるが、その傾向はどのように変化し

ていったのであろうか。1940年代では農業同職、自営同職が目立っていたが、

時代を経るごとに農業からの流出、自営からの流出が増えていき、1990年代

では農業同職、自営同職の傾向はもはや確認できなくなり、代わりに小ブルー

同職、専門同職の傾向を見て取ることができる。このような時代の変化に加え、

農業や小ブルーから専門や大ホワイトへの移動の傾向、つまり上昇移動の傾向

は、1970年代あたりより目立ち始めている。そして、1990年代では専門、大

ホワイトから小ホワイトや小ブルーへの下降移動の傾向を確認することができ

る。このようなことから、図5を見る限りでは、1940年代にあった農業同職を

中心とした機会の不平等は、1970年代以降の農業や小ブルーからの上昇移動、

専門や大ホワイトからの下降移動を伴いつつも、1990年代では小ブルー同職

を中心とした機会の不平等へと変化しているように見える。

4.3 空間重み行列の作成

図 6.  作成された空間重み行列
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　以上のような図5の観察を受けて、世代間移動の変化を捉えるために、図

6で示される inh1、 inh2、 inh3、 up、 downという5つの空間重み行列

を作成した。これらの空間重み行列はHaining（2003: 359）やAndrienko & 

Andrienko（2006）のモデリングの流れに従い、時系列の移動表を可視化し

移動表の変化を把握した上で何度か予備的分析を行って作成したものである。 

inh1は、自営同職、専門、大ホワイトの交換的な移動を捉えることを目的と

している。つまり、親が自営、専門、大ホワイトならば、子も自営、専門、大

ホワイトになりやすい程度を把握するために作成している。ただし、自営の階

層的な特殊性のため、親が専門、大ホワイトの場合は近接性を仮定していない。

つぎに、 inh2は1940年代の農業同職を中心としたパーセントの集中を捉える

ために作成した。それは、親が農業ならば、子が小ホワイト、大ブルー、小ブルー、

農業に移動する程度を把握するためである。また、 inh3は図5の1990年代の

小ブルー同職を中心としたパーセントの集中を捉えるために作成した。つまり、

親が小ブルーならば、子は小ホワイト、大ブルー、小ブルーまでの移動にとど

まる程度を示すために作成している。

　ここで仮定した inh1、 inh2、 inh3でのパーセントの集中は、従来の同分

野の先行研究に従えば機会の不平等と考えることができよう。なぜならば、そ

れらへのパーセントの偏りは親が自営、専門や大ホワイトならば専門や大ホワ

イトになりやすいこと、また、親が小ブルーや農業ならば専門や大ホワイト

になりにくいことを表しているためである。なお、式5のとおり空間重み行列 

iには同数の空間的従属性パラメータρiを伴うが、 inh1、 inh2、 inh3に付

随するρinh1、ρinh2、ρinh3を、便宜上それぞれ階層の継承性（上層）パラメータ、

階層の継承性（農業）パラメータ、階層の継承性（小ブルー）パラメータと呼んで

おく 8。

　そして、図6における upは、図5の親が農業、小ブルー、大ブルーであり、

子が専門や大ホワイトに移動することを捉えるために用いる。すなわち、農業、

小ブルー、大ブルーからの上昇移動の程度と考えることができる。 downは、

図5の親が専門、大ホワイトであり、子が大ブルーや小ブルーへの移動するこ

とを捉えるために用いる。つまり、専門や大ホワイトの下降移動の程度と考え

ることができる。 up、 downでのパーセントの集中は機会の平等の良い証拠

となろう。ここでも、 up、 downに付随するρup、ρdownをそれぞれ上昇移動

パラメータ、下降移動パラメータと呼んでおく。

4.4 検証する仮説

　以上の空間重み行列を用いて以下の3つの仮説を検証する。まず、戦後の日

本社会において機会の平等化が進んできたとする「機会の平等化仮説」である

（鹿又 2001; 直井・盛山編 1990; 富永 1970; 1992; 富永編 1979; 安田 1971）。こ

の仮説を支持するほとんどの先行研究は、開放性係数の値の上昇を根拠として

機会の平等化という結論を導いている。ここでは、階層の継承性（上層、農業、

小ブルー）パラメータの低下、上昇移動・下降移動パラメータの増加のいずれ

かがあれば機会の平等化の証拠とする。仮にこの仮説が正しければ、戦後の農

地改革などの制度上の変革の結果、機会の平等化が進んだということになろう。

　つぎに、日本社会に一定である機会の不平等があるとする「機会の不平等

の一定仮説」である（今田 1989; 原・盛山編 1999; 三輪 2006; 三輪・石田 2008; 

Ishida & Goldthorpe 1995）。この結論はほとんどの場合、対数線形モデルの分

析結果より導かれる。ここでは、とくに階層の継承性（上層、農業、小ブルー）

パラメータが一定であったり、どの時代も同じモデルが採択され続ける場合を

この仮説の証拠とする。仮にこの仮説が正しければ、戦前の機会の不平等は現

在でも残っている、ということになる。そして、制度の観点では機会の平等を

実現するためには、農地改革よりもさらにラディカルな制度が必要となろう。

　最後に、「変化する機会の不平等仮説」を立てる。昔は農業同職中心の機会の

不平等があったが、近年では小ブルー同職中心の機会の不平等がある、という

仮説である。これは図5の結果を受けて検証するために立てた仮説である。こ

のような仮説は、変化を捉えにくかった従来のモデルではまず検証されない。

仮説が正しければ、古い時代ほど階層の継承性（農業）パラメータが高く、新し

い時代ほど階層の継承性（小ブルー）パラメータが高くなる。この仮説のとおり

なら、農地改革により農業同職を中心とした機会の不平等は改善できたが、近

年になり小ブルー同職を中心とした機会の不平等が形成されており、小ブルー

同職中心の機会の不平等を是正するため、何らかの制度が要請されることにな

ろう。
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5．空間自己回帰モデルによる分析

5.1 適合の結果

　式5の拡張された空間自己回帰モデルにおいて、作成された空間重み行列を

用いて1940年代から1990年代の男性の移動表の分析を行った。以下に移動表

に適合させたモデルのフルモデルを示す。 

(7)

この式において、空間重み行列 inh1, up, down, inh2, inh3は図6で設定

したものである。空間的従属性パラメータρinh1, ρup, ρdown, ρinh2, ρinh3は空間

重み行列に従って最尤法で推定される推定量である。本稿の分析において用い

たプログラムは、 J. LeSage & R. K. Pace（2009）を元に書き加えたものであり、

用いたソフトウェアは数値計算ソフトの Octaveである。

　分析結果を表2に示す。表の縦軸は1940年代から1990年代までの6時点を

表しており、それぞれの時代の移動表にモデルを当てはめている。したがって、

それぞれの年代で式7のρinh1, ρup, ρdown, ρinh2, ρinh3, αの値が推定されている。

また、1940年代から1990年代までの変化の把握に好ましい4つのモデルを時

代ごとに適合させている。全てのモデルは式7で示したものを後述のように操

作して導いている。なお、以下の議論の中心はρiが有意であるかどうかであり、

そして、その値の大小である。その値が有意であれば設定した iはモデルと

して意味があることになり、また、ρiの値が高ければ高いほど iで設定され

ている区域が他の区域に対してパーセントの高い偏りを持つことになる。

　モデル1において、式7を inh2=0, inh3=0とした。それは inh1, up, 

downのみで移動表を説明できるモデルである。このモデルの意味は、世代間

移動は農業や小ブルーの階層の継承性がわからなくとも、上層の階層の継承性

と上昇移動と下降移動さえわかれば、世代間移動を全て説明できるというこ

とである。モデル1は、ρinh1の推定値が1940年代と1980年代で有意であるが、

それ以外の年代では傾向を捉えきれていない。

　モデル2では inh2を許容した。このモデルはモデル1に加えて農業の階層

の継承性を把握しなければ世代間移動を捉えることができない、とするもので

ある。モデル2は1940～ 70年代でρinh2は有意であり、農業同職を中心とする

階層の継承性の偏りが分かる。また、ρinh1が1940～ 50年代、1970～ 80年代

で有意である。モデル2はモデル1と比べて1950年代、1970年代において階

層の継承性（上層）パラメータが有意性を示しているが、 inh2を投入したこと

により、 inh1の違いが明瞭となったためであろう。

　モデル3では、モデル1から inh3のみ許容したが、ρinh3はどの時代も有意

でない。そして、フルモデルであるモデル4ではモデル2と比べると1960年代

のρinh1、1980年代のρupと1990年代のρinh1とρinh3が有意である。

　モデルの適合度は尤度比統計量（LL）を用いて計算された赤池情報量規準

（AIC）とベイズ情報量規準（BIC）を用いる。AICはパラメータ数を、BICはセ

ル数を考慮に入れてモデルのデータに対する適合の度合いを示している。簡単

に言えば、それらの規準はどれだけシンプルにモデルがデータを表しているの

かを判定している。モデルはシンプルであればあるほど、またデータに適合し

ていればいるほど、理論的な議論の可能性が増すため好ましい。それらの値が

低いモデルの方がそうでないモデルに比べて、モデルがシンプルにデータによ

り適合していることになる。なお、AICとBICの値が矛盾する際には、AICの

値を優先している。

　まず、1940年代のAICを見ると、モデル1は190.41、モデル2は181.46、

モデル3は191.73、モデル4は181.89であり、最も低い値はモデル2のもので

ある。また、BICも同じ傾向を示している。そのため、1940年代ではモデル2

が採択される。そのようにして以降でもモデルを比較していくと、1940～ 60

年代ではモデル2が採択され、1970～ 80年代ではモデル4が、1990年代では

モデル3が採択された。

　採択されたモデルを見ていくと、1940年代では階層の継承性（上層）パラメー

タρinh1が0.13、階層の継承性（農業）パラメータρinh2が0.38でそれぞれ有意で

ある。すなわち、上層と農業からの移動に際立った偏りがあるため、1940年代

の日本社会には明らかな機会の不平等があることがわかる。その傾向は1950

年代でも続くが、ρinh2の値は0.38（1940年代）から0.28（1950年代）へと下がっ

ており、農業同職中心の階層の継承性の傾向は和らいでいることが分かる。そ
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して、1960年代では階層の継承性（上層）パラメータ（ρinh1）は有意でなくなる。

1970年代のモデル4では、階層の継承性（上層）パラメータは再び有意であるが、

階層の継承性（農業）も有意である。この傾向が変化するのは、1980年代であ

り階層の継承性（農業）パラメータ（ρinh2）は有意でなくなり、上昇移動パラメー

タ（ρup）が初めて有意性を示す。ただし、階層の継承性（上層）は有意であり続

けている。そして1990年代ではモデル3が採択されたが、そこでは切片αを除
くすべてのパラメータで有意性が検出されない。

　以上の分析の結果、ある1つのモデルがどの時代でも採択され続けたわけで

はなく、時代により移動のパターンが異なるため、「世代間移動の一定仮説」は

棄却されよう。それに対し、「機会の平等化仮説」はρinh1、ρinh2の漸次的な低下、

1980年代の上昇移動の増加といった証拠より、採択されたと考えて良いだろう。

そして「変化する機会の不平等仮説」は、1990年代においてモデル4では階層の

継承性（小ブルー）ρinh3は有意性を示しておりその傾向はあるのかもしれない。

しかしながら、モデル4は棄却されモデル3が採択されており、そこでは階層

の継承性（小ブルー）ρinh3は有意でないため、この仮説は棄却されよう。 

表 2. 式 7 の拡張された空間自己回帰モデルを男性の世代間移動表に適合させた結果†

† .	 有意性検定の結果は有意確率 p について *** p < 0.001、 ** p < 0.01、* p < 0.05 で表せられる。
¶.	 指標は上から順に尤度比統計量（LL）、赤池情報量規準（AIC）、ベイズ情報量規準（BIC）である。
	 計算式は AIC= -2LL+2( パラメータ数 )、BIC=-2LL+2 log( セル数 ) である。
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5.2 可視化による採択したモデルの確認

図 7.　採択されたモデルの可視化†
† . 1940 〜 60 年代はモデル 2、1970 〜 80 年代はモデル 4、1990 年代ではモデル 3 がそれぞれ採
択されたため、それらのモデルの推定量を計算して可視化している。

　以上の分析で採択されたモデルを可視化して図7に示す。1940年代では上層

の階層の継承性、農業中心の階層の継承性が目立っており、明らかに機会の不

平等があることが分かる。つまり、1940年代においては親が自営、専門、大

ホワイトであれば、子もそのような職業につきやすいが、親が農業であれば子

は農業かブルーカラーにつきやすい。様々な要因があるとはいえ、たとえば農

家に生まれれば専門職や大ホワイトにつくことが容易でないということである。

しかしながら、農地改革の影響もあり、そのような傾向は1950年代、1960年

代、1970年代と弱まっていく。そして、1980年代には上昇移動の可能性がそ

れまでと比べて明らかに生じていることがわかる。農業やブルーカラーから専

門、大ホワイトへの移動が観察でき、その段階では階層的な障壁はほとんどない。

　要するに、1940年代から1970年代までは農村部を中心にどういう家庭に

生まれたかがその後の社会的地位を決めうる形で社会的不平等は存在したが、

1980年代以降にはそれは消え失せたと考えることができる。1990年代では小ブ

ルー同職中心の傾向を図より読み取れはするが、1990年代のモデル4は棄却さ

れモデル3が採択されているため、それはあくまで印象的なものであり、1980

年代から次の時代への過度期と考えても良いのかもしれない。

6．結論

　以上のように、本稿では世代間移動研究を未来共生学が目指す「新しい多文

化共生社会」を下支えできうる1つの分野として、特に制度としての農地改革

を取り上げて議論した。かつて、日本の農村部にあった機会の不平等は農地改

革により時代を経るごとに緩和されていき、1980年代には完全に消滅した。こ

の結果を見れば、世代間移動において存在する不平等を完全に解消する制度の

効果が現れるのは一世代ほどの年月がかかる、と考えても良いのかもしれない。

　本稿の分析からは世代間移動における不平等は、1980年代以降目立つ形で

は検出されておらず、戦後の日本社会では機会の平等化が進んできたと考える

ことができる。そのため、未来共生学の文脈で言えば、ホスト社会におけるマ

ジョリティ側は十分に「新しい多文化共生社会」を受け入れる素地を、かつての

日本の社会よりは備えていると考えることができよう。とはいえ、本稿の分析

結果では検出されなかったが、1990年代以降に都市部を中心とした機会の不

平等が生じつつある可能性にも今後、注意を払う必要があろう。

　方法論的な観点では、本稿では特に移動表に本来的に含まれる複数の空間的

従属性に敏感に反応する拡張された空間自己回帰モデルを用いて分析を行った。

その結果、世代間移動は常に変化しており、従来のモデルが示していた一定で

ある機会の不平等は起こりえない、ということが明らかになった。今後の課題

としては、とくに時空間的従属性に対応した時系列におけるより節約的なモデ

ルを構築したい。そのようなモデルがあれば同分野に蓄積されている国際比較

データをより利用しやすくなり、複数の社会における世代間移動と制度の関係

を比較することができる。たとえば、農村部にひどい不平等のありそうな社会

において、それを改善するような制度の必要性を指摘できるだろうし、また、

より理想的な世代間移動を生み出す社会における制度の理解も進むだろう。

5.2	
 可視化による採択したモデルの確認	
 

図 7.	
 採択されたモデルの可視化†	
 

†. 1940〜60年代はモデル 2、1970〜80年代はモデル 4、1990年代ではモデル 3がそれぞれ採択されたため、 

それらのモデルの推定量を計算して可視化している。 
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への移動が観察でき、その段階では階層的な障壁はほとんどない。 
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注

1 本稿は統計的モデルなどの煩雑な議論を含んでおり、筆者の技量や紙幅の都合を考えても、

どうしても説明不足が生じる。以下に本稿の説明を補う文献・論文を列挙したい。開放性係

数については安田（1971）、また、本稿が依拠する社会学的な統計の考え方（たとえば、有
意性検定、モデルを複数立てることの意義、モデル選択の規準としての尤度比統計量（LL）、
赤池情報量規準（AIC）やベイズ情報量規準（BIC）の用い方）についてはA. Agresti（1990）や
太郎丸（2005）、対数線形モデルについては Ishii-Kuntz（1994）、空間統計学や空間自己回帰
モデルについては谷村晋（2010）や J. LeSage & R. K. Pace（2009）、また、最小二乗法、最尤法、
ラグランジュ乗数を用いたモデルの拡張については金谷（2005）を参照されたい。開放性係
数と対数線形モデルの方法論的な問題や、空間統計学における空間的従属性、時空間的従属

性や空間自己回帰モデルについては平尾（2011）でも議論されている。

2 たとえば、親が小作人として一生懸命働いている姿を見て、自分も小作人になるような夢を

持ったとする。その場合は個人的な要因として一般的な世代間移動研究では考察の外に置か

れる。世代間移動研究における職業選好の問題についてはとくにA. Swift（2004）で議論さ
れている。

3 世代間移動研究は男性中心主義的であるとの批判が根強くある。たとえば、J. Acker（1973）
は分析枠組み自体が家父長制を前提としていると批判している。本稿も男性のみの分析であ

るが、女性の世代間移動を考えたとすると、男性とは全く異なる理論枠組みが必要であるた

め、本稿では男性のみを議論の対象としている。

4 世代間移動研究の文脈では、行に親職、列に子職を配置したクロス集計表を世代間移動表や

移動表と慣行的に呼んでいる。移動表の例は表1を参照されたい。

5 その他にも2000年代以降の新たな統計的モデルの提案としては、J. Gershuny（2002a, b）の
複合的な分析の試み、鹿又伸夫（2004）の階層の継承性に焦点を絞ったロジスティック回帰
分析の試み、近藤博之（2006）の対応分析を移動表に適用した試みがある。

6 一種の線形性を仮定して設計されている対数線形モデルはどのようにしても時系列の移動表

に含まれる時空間的従属性を捉えることができない。平尾（2011: 105-120）では対数線形モ
デルの限界を統計的検定により示し、どのような問題があるのかを議論している。

7 日本社会の通念から考えれば、上層・下層という考え方はあまり気持ちの良い考え方ではな

い。しかし、社会的不平等の把握を優先した場合、このような考え方をどうしても持ち込む

必要がある。その議論はA. Swift（2004）や J. Rawls（1971＝1979）に詳しい。また、後述の
「上昇移動」「下降移動」の語については同分野でたびたび用いられており、わかりやすさのた

めに用いている。

8 「階層の継承性」とは、同分野でよく使われる用語であるが、親の階層が子の階層に引き継が

れやすい特徴のことである。ほとんどの場合、同分野では親・子のデータしか分析で用いな

いため、親の階層が子の階層、孫の階層に影響を及ぼすことは意味していない。
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